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区内環境技術・環境経営アンケート調査の実施結果について 

 

（1）調査目的 

大田区では平成 24 年 3 月、環境に関する区の最上位計画である『大田区環境基本計

画』（平成 24 年度～平成 33 年度までの 10 年間の計画）を定め、産業のまち・大田区な

らではの地域性を踏まえた「環境と産業の調和の実現と好循環の創出」を 6 つの基本目

標の一つに掲げています。 

本調査は、大田区環境基本計画に基づく取組みの一環として、大田区内企業における

優れた環境技術及び環境経営の実態を包括的に把握することを目的に実施しました。 

調査結果については、大田区環境関連企業の目録としてとりまとめ、大田区ホームペ

ージを活用して情報発信するなど、大田区による環境産業振興策の推進に当たっての基

礎資料としての活用を予定しています。 

 

（2） アンケート調査方法 

 ①調査内容 

環境関連製品・サービスの供給または環境経営の推進に取り組む区内企業に対して、

環境関連製品・サービスの供給または環境経営の実態把握に関するアンケート調査を行

うものとし、調査票（参考 1）及び実施要領（表 1）を作成しました。 

調査方法は、公益財団法人大田区産業振興協会の意見を参考にしながら、環境方針の

策定状況や身近な環境の取組みの実施状況、環境関連の製品・サービスの生産状況、大

田区が進める環境基本計画の取組に対する意識等について具体的な調査内容としまし

た。 

 

表 1 アンケート調査 実施要領 

目的 
・環境関連製品・サービスの供給及び環境経営の取組状況の把握 

・海外進出に関する意識等の把握 等 

実施方法 郵送またはメールによる調査票の発送／回収（大田区環境保全課 発着） 

実施時期 平成 24 年 10 月 24 日（水）～11 月 13 日（火） 

調査内容 

 

（参考 1） 

環境製品・技術・サービス

の状況 

名称 

製品・技術・サービスの分類 

製品・サービスの概要 

製品の販売状況（販売場所、入手方法） 

環境改善効果 

受注実績や受賞歴など PR したい情報 

生産過程や企業活動におけ

る環境に配慮した取組み 

取組みの内容 

環境改善効果 

PR したい情報 

その他 大田区環境基本計画の認知度 

海外進出の取組み状況 

行政に期待すること 

※本調査の実施に当たっては、公益財団法人大田区産業振興協会の意見を参考としました。具体

的な調査項目や選択肢は、大田区地球温暖化対策地域協議会によって同時期に実施された「エ

コカタログ調査」とできる限り整合が図られるよう配慮しました。 
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なお、環境製品・技術・サービスの分類方法については、環境省による「環境産業分

類」（参考 2）を基本に、区内企業がイメージしやすい内容に絞ったものを明示すること

とし、具体的には表 2 のとおり分類を整理しました。 

 

表 2 環境製品・技術・サービスの分類 

分類 内容 

A 環境汚染防止（装置及び資材の

製造、サービス） 

大気汚染防止 

下水、排水処理 

土壌、水質浄化 

騒音、振動防止 

環境測定、分析、監視、アセスメント 

環境に関する研究開発・エンジニアリング 

その他 

B 地球温暖化対策 再生可能エネルギー 

省エネルギー 

蓄電池 

高効率給湯器 

省エネルギーコンサルティング 

その他 

C 廃棄物・資源有効利用 廃棄物処理用装置・施設 

廃棄物処理・リサイクル 

その他 

D 自然環境保全 水資源利用 

緑化 

その他 

 

（3）アンケート対象企業の抽出 

①抽出手順 

本アンケート対象企業は、環境の面で何らかの関わりを持つ区内企業に対して行うべ

きですが、そうした環境関連企業リストは整理されていないため、新たに作成する必要

がありました。 

本業務では、公益財団法人大田区産業振興協会が公開する区内企業のデータベース

（DB）から環境関連キーワードをもとに環境関連企業を抽出し、これに他の企業情報（優

工場認定企業、環境マネジメントシステム登録企業リスト等）を併せて考慮することで、

最終的に、環境関連製品・サービスの供給または環境経営の推進に取り組む区内企業と

して、計 170 社を抽出しました。 

区内製造業

大田区製造業検索ポータル
OTA-TECH.NET

（http://www.ota-tech.net/）

※登録企業数 約1,700社 環境関連企業
（製造業が中心） アンケート対象企業

170社環境関連企業
（製造業以外を含む）

○「優工場」認定企業
○新製品・新技術コンクール

入賞企業
○ISO14001取得企業
○エコアクション21登録企業

○環境関連展示会への出展
企業 など

環境関連キーワードで検索環境関連キーワードで検索

環境関連を抽出環境関連を抽出 産業振興協会等
との打合せ・確認

産業振興協会等
との打合せ・確認
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 ②活用した既存資料 

対象企業抽出に活用した既存データベースは表 3 のとおりです。 

 

表 3 対象企業抽出に活用した既存データベース 

① 大田区製造業検索ポータル「OTA-TECH.NET」※1 

②「優工場」認定企業（H19 年度～H23 年度） 

③ 新製品・新技術コンクール 入賞企業（第 19 回～第 23 回） 

④ ISO 14001 適合組織※2 

⑤ エコアクション 21 認証・登録事業者※3 

⑥ エコカタログ掲載企業 

⑦ 環境関連展示会等への出展企業（地球温暖化防止展、次世代照明展、エコプロダ

クツ展） 

⑧ 既往の国際環境関連調査※4において取り上げられたことのある企業 

※1 大田区製造業検索ポータル「OTA-TECH.NET」（http://www.ota-tech.net/） 

※2 ISO 14001 適合組織（http://www.jab.or.jp/cgi-bin/jab_search_j.cgi?MENU_FLG=2） 

※3 エコアクション 21 認証・登録事業者（http://www.ea21.jp/list/ninsho_search.php） 

※4 JETRO「環境ビジネス関連中小企業のグローバル展開に関する調査 Ⅱ」（2012 年 3 月） 

 

（4）回収結果 

アンケート調査は大田区環境保全課発着による郵送方式で実施しました。調査の結果、

計 57 件の有効回答が得られ、回収率は 33.5%でした（表 4）。 

調査結果は８ページ以降に示します。 

 

表 4 調査票の回収結果 

配布 有効回収数 有効回収率 

170 件 57 件 33.5% 

※ 60 件回収、うち 3 件は無効 
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（参考 1）区内環境技術・環境経営アンケート調査 調査票（１／３） 
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（参考 1）区内環境技術・環境経営アンケート調査 調査票（２／３） 
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（参考 1）区内環境技術・環境経営アンケート調査 調査票（３／３） 
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（参考 2） 環境産業分類 

 

出典：環境省「環境産業分類の改訂について」（平成 24 年 5 月） 
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（5）調査結果 

 ①回答企業の概要 

 

・最多は「10～29 人」の 20 社（回答全体の 35%）。 

・区内企業の大半を占める「10 人未満」は 6 社（11%）にとどまるなど、比較的大き

な規模の企業からの回答が多かったと言えます。 

1社 (2%)

6社 (11%)

11社 (19%)

17社 (30%)

20社
(35%)

2社 (4%)

0 5 10 15 20 25

10～29人

30～99人

100～499人

10人未満

500～999人

不明

企業数

 

図 1 回答企業の状況（従業員数規模別） 

 

 

・最多は「金属製品製造業」の 13 社（回答全体の 23%）。 

・「業務用機械器具製造業」（第 2 位）、「生産用機械器具製造業」（第 4 位）が続くな

ど、大田のものづくりを特徴である業種からの回答が上位を占めました。 

・サービス系業種からの回答は、第 3 位の「廃棄物処理業」を除き、多くを得るには

至りませんでした。 

 

図 2 回答企業の状況（産業中分類別） 

 

 

 

13社(23%)
6社 (11%)
6社 (11%)

5社 (9%)
4社 (7%)

3社 (5%)
3社 (5%)
3社 (5%)
3社 (5%)

2社 (4%)
2社 (4%)

1社 (2%)
1社 (2%)

1社 (2%)

1社 (2%)
1社 (2%)

1社 (2%)
1社 (2%)

0 2 4 6 8 10 12 14

24 金属製品製造業

27 業務用機械器具製造業

88 廃棄物処理業
26 生産用機械器具製造業

25 はん用機械器具製造業

18 プラスチック製品製造業
23 非鉄金属製造業

29 電気機械器具製造業

32 その他の製造業
16 化学工業

74 技術サービス業

08 設備工事業
13 家具・装備品製造業

19 ゴム製品製造業

21 窯業・土石製品製造業
30 情報通信機械器具製造業

31 輸送用機械器具製造業

50 各種商品卸売業

企業数
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 ②集計結果（集計可能な設問に限る） 

（ア）環境マネジメントシステム取得等の状況【設問１(8)】 

 

・全体の 67%の企業が何らかの環境マネジメントシステム（EMS）を導入していました。

調査対象をあらかじめ環境関連企業としていることから、非常に高い導入率を示す

回答でした。 

・導入企業の 55%は「ISO14001」、同 39%は「エコアクション 21」をそれぞれ取得して

います。両規格を取得している企業 1 社の回答がありました。なお、ISO14001 及び

エコアクション 21 以外の規格（例えば、エコステージ、LAS-E）の回答はありませ

んでした。 

 

 

有
67%

無
33%

無回答
0%

N= 57

 

図 3 環境マネジメントシステム取得等の有無 

 

ISO14001
55%

エコアクション21
39%

有（未記入）
3%

ISO14001及び
エコアクション21

3%

N= 38

 

図 4 環境マネジメントシステムの種類 
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（イ）環境製品・技術・サービスの分類【設問２(2)】 

 

・特定の分野に偏ることなく A～D の各分野にバランスよく回答が得られました。つ

まり、大田区には環境対策全般に渡る幅広い環境技術等が揃っているとも言えま

す。（図 5） 

・ただし、各分野の詳細を見ると、環境汚染防止では大気や水質等全般に対応し得る

だけの技術が揃いますが、地球温暖化対策や廃棄物・資源有効利用では対応技術に

偏りなどが見られることが分かります。（図 6 図） 

 

C　廃棄物・資源

有効利用
30%

B　地球温暖化対

策
27%

A　環境汚染防止

（装置及び資材の
製造、サービス）

29%

D　自然環境保全

14%

 

図 5 区内企業が有する環境製品、技術、サービスの分類別状況 

4

5

3

2

4

4

4

0 1 2 3 4 5 6

大気汚染防止

下水、排水処理

土壌、水質浄化

騒音、振動防止

環境測定、分析、監視、アセスメント

環境に関する研究開発・エンジニアリング

その他
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16

1

1

0

3

0 5 10 15 20

再生可能エネルギー

省エネルギー

蓄電池

高効率給湯器

省エネルギーコンサルティング等

その他

 

（A 環境汚染防止）            （B 地球温暖化対策） 

1

22

4

0 5 10 15 20 25

廃棄物処理用装置・施設

廃棄物処理・リサイクル

その他

 

4

3

6

0 1 2 3 4 5 6 7

水資源利用

緑化

その他

 

（C 廃棄物・資源有効利用）         （D 自然環境保全） 

図 6 区内企業が有する環境製品、技術、サービスの分類別状況（分野別詳細） 
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（ウ）環境経営の環境改善効果【設問３(2)】 

 

・地球温暖化対策（エネルギー消費の削減を含む）が最多であり、環境汚染防止、廃

棄物・資源有効利用と続きます。この 3 分野の回答はそれぞれほぼ同数であり、合

わせると全体の 84%ほどを占めます。区内企業の回答からは、環境経営の効果とし

て当該 3 分野にほぼ集約されると言えます。 

 

A　環境汚染防
止

26%

B　地球温暖化
対策
33%

C　廃棄物・資源
有効利用

25%

無回答
12%

D　自然環境保
全
4%

N= 57

 

図 7 環境経営による環境改善効果の分野別回答 

 

 

（エ）大田区環境基本計画の認知度【設問４(1)】 

 

・「知っている」と答えた区内企業は全体の 51%であり、わずかに過半数を超えました。 

・アンケート回答企業は環境に高い関心を持つだけに、環境基本計画に対する約半数

の認知度は必ずしも高いと評価されるものではないと思われます。 

 

知っている
51%

知らない
44%

無回答
5%

N= 57

 

図 8 大田区環境基本計画の認知度 
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（オ）海外進出の取組状況【設問４(2)】 

 

・海外進出の経験を持つ企業は 16 社で、全体の 28%でした。 

・海外進出の目的としては、「市場開拓」（9 社）が最も多く、「生産コストの削減」（6

社）、「取引先の要請」（5 社）などと続きます。前向きな動機が見られる一方で、自

社の意向とは無関係に海外進出に取り組まざるを得ない区内企業の実態が明らか

となりました。 

 

 

有
28%

無
72%

無回答
0%

N= 57

 
図 9 海外進出の取組状況 
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6

5

3

1

1

3

0

0 2 4 6 8 10

市場開拓

生産コストの削減

取引先の要請

安価な部品・商品の調達

新規事業立ち上げ

豊富な人材の活用

技術移転

その他

N= 16

 
図 10 海外進出の目的 

 


